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○司会(佐藤計画推進課副参事) 

 それでは、定刻でございますので、ただいまから、令和７年度第３回茨城県総合計画審議

会を開会いたします。 

 本日は、ご多忙の中、当審議会にご出席いただきましてありがとうございます。 

 私、進行を務めさせていただきます計画推進課の佐藤でございます。よろしくお願いいた

します。 

 本日は、会場出席で11名、オンラインで２名ご出席いただいております。茨城県総合計画

審議会条例第５条第３項の規定により、本審議会は成立することをご報告いたします。 

 また、配布資料につきましては、次第に記載しております資料を皆様のお手元に配布させ

ていただいております。足りないものがございましたら、お声がけをお願いたします。 

 なお、マスコミの皆様におかれましては、議事に係る説明まではご同席いただき、その後

の意見交換からはご退席いただきますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、大谷会長からご挨拶をいただきたいと存じます。 

○大谷会長 

 皆さん、こんにちは。 

 本日は、年末のお忙しいところお集まりいただきまして、誠にありがとうございます。 

 本日は新しい県総合計画の案が出ております。皆さんのご知見、ご意見を十分に伺いたい

と思いますので、ぜひ時間いっぱいまで忌憚のないご意見をいただければと思います。 

 本日は、よろしくお願いいたします。 

○司会(佐藤計画推進課副参事) 

 ありがとうございます。 

 それでは、議事の進行につきまして、大谷会長にお願いいたします。 

○大谷会長 

 それでは、議事に入らせていただきたいと思います。 

 議事につきましては、お手元にございます次第に従いまして、新しい県総合計画（案）に

ついてご意見を伺ってまいりたいと思っております。 

 まず、配布資料につきまして、事務局から一括してご説明をお願いしたいと思います。 

 意見につきましては、この後、議事ごとに伺いたいと思っております。 

 では、まず、資料の説明をお願いいたします。 

○南計画推進課長 

 計画推進課長の南でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 新しい県総合計画（案）につきまして、資料１によりご説明をさせていただきます。 

 まず、１ページでございますが、計画の全体構成につきましては、第２次計画と同様に、

「第１部 将来構想」から「第４部 「挑戦する県庁」への変革」までの４部構成により取

りまとめていきたいと考えてございます。 

 ２ページをご覧願います。 

 「第１部 将来構想」でございますが、本県を取り巻く環境の変化や本県の発展可能性な

どを踏まえまして、おおむね2050年頃を展望したグランドデザインをお示しするものでござ

います。 
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 ３ページから14ページまでの「第１章 時代の潮流と茨城のポテンシャルの更なる発現・

磨き上げ」、「第２章 人口の展望」につきましては、前回の審議会におきましてお示しさせ

ていただいたものでございます。 

 15ページから、今回、新たに「第３章 茨城の将来像」をお示ししてございます。 

 15ページでございますが、「第１項 基本理念」につきましては、加速する人口減少時代

におきましても、県民一人ひとりが本県の輝く未来を信じ、「茨城に住みたい、住み続けた

い」人が大いに増えるような、「活力があり、県民が日本一幸せな県」の実現を掲げてござ

います。 

 16ページをご覧願います。 

 「第２項 茨城のグランドデザイン」につきましては、本県の将来像として、「豊かで経

済力のある社会」、「安心安全につながる生活基盤」、「多様な人財が活躍できる社会」の充実

を描いてございます。 

 次の17ページでございますが、本県の発展を支えるインフラの整備充実に関する内容を、

18ページでは、2050年頃の茨城の姿をお示ししてございます。 

 記載内容の骨格につきましては大きな変更はございませんが、これまでの取組状況等を踏

まえまして、内容のアップデートなどを図り、より視覚的に捉えることができるよう整理を

してございます。 

 次の第３項 地域づくりの基本方向につきましては、地域振興課長の原からご説明をさせ

ていただきます。 

○原地域振興課長 

 地域振興課長の原でございます。よろしくお願いいたします。  

 19ページをご覧ください。 

 第３項 地域づくりの基本方向につきましては、県内各地域が主体となり地域づくりを進

めていくための基本方向を示しております。 

 基本的な考え方といたしまして、地域が自主的・主体的に考える地域づくり、各地域の特

色を踏まえた地域づくり、最先端技術を積極的に活用した地域づくり、広域交通ネットワー

クを活用した交流の盛んな地域づくりの４つを掲げておりまして、次ページ以降で県内５つ

の地域区分ごとの基本方向をお示ししております。 

 21ページをご覧願います。 

 例えば、県北地域につきましては、「仕事づくり、人づくり、にぎわいづくり」を柱とす

るチャレンジプランに基づきまして、地域経済の活性化や新たな人の流れを生み出す施策を

推進しております。 

 目指すべき将来像といたしまして、臨海部の企業集積や、山間部の有機農業・林業など、

地域の強みを活かした産業振興、里山滞在などの体験型観光の振興、共創プロジェクト推進

や新ビジネスの創出等による、活力があり持続可能な地域の実現を示しております。 

 24ページをご覧願います。 

 県南地域につきましては、交通網整備や宅地開発が進むとともに、最先端の科学技術拠点

を形成する一方で、豊富な農産物が栽培されるなど、都市と農村がバランスよく発展してお

ります。 
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 目指すべき将来像といたしまして、つくばエクスプレスの延伸等によって、充実した交通

ネットワークを活かした定住促進や、イノベーションの拠点となる都市機能の強化、農地の

集積・集約化等による農林水産業の進展を示しております。 

 私からの説明は、以上でございます。 

○南計画推進課長 

 続きまして、26ページをご覧願います。 

 第２部 計画推進の基本方針でございます。 

 こちらは、前回の審議会でお示ししたとおり、「活力があり、県民が日本一幸せな県」の

実現に向け、「１ 県民幸福度No.1への挑戦」から、「５ 目標実現に向けた政策の効果検

証・改善の徹底」までの５項目を位置づけ、ＰＤＣＡサイクルによる適切な進行管理など、

計画を推進するための基本方針をお示ししたものでございます。 

 29ページをご覧願います。 

 「第３部 基本計画」でございます。 

 来年度からの４年間における挑戦する政策・施策・主な取組を体系的に示すとともに、４

つのチャレンジに取り組むことで描かれる「近い未来の姿」をお示ししてございます。 

 30ページをご覧願います。 

 基本計画の骨格につきましては、引き続き、現計画で掲げてございます「新しい豊かさ」、

「新しい安心安全」、「新しい人財育成」、「新しい夢・希望」の４つのチャレンジを推進する

とともに、チャレンジごとに５つの挑戦する政策を掲げてございます。 

 具体的な政策(案)などにつきましては、前回お示ししたところですが、チャレンジⅢ 

「新しい人財育成」のうち、政策15につきましては、県内部や市町村などで秩序ある共生社

会に向けた政策の検討を進めてございまして、日本人と外国人の秩序ある共生という視点を

より明確に打ち出すため、政策15の名称を「外国『人財』に選ばれ、共に成長する秩序ある

共生社会」に見直してございます。 

 ページの下のほうになりますが、これらのチャレンジに対して、横断的に取り組んでいく

重点的に進める３つの取組といたしまして、「他地域にはない特長をつくるための差別化」、

「将来の発展を見据えたインフラへの投資」、「多様な人財が活躍できる社会の実現」に特に

力を入れ、基本理念の実現を目指してまいります。 

 31ページをご覧願います。 

 右側でございますが、挑戦できる環境づくりなど、政策・施策を展開する４つの視点を引

き続きお示しするとともに、チャレンジごとの政策や施策、また、各政策などの進捗状況を

評価する主要指標の設定につきまして記載しております。 

 主要指標の詳細につきましては、後ほど、資料２－１によりご説明をさせていただきます。 

 32ページをご覧願います。 

 こちらからは、政策ごとに取り組んでいく施策や主な取組事項を示してございます。例え

ば、33ページの「政策１ 質の高い雇用の創出」では、「施策(１) 戦略的な企業誘致」に

おいて、新たにグローバル企業のフラッグシップ拠点等の戦略的な誘致に取り組んでいくこ

ととしてございます。 

 飛びまして、63ページをご覧願います。 
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 「政策15 外国『人財』に選ばれ、共に成長する秩序ある共生社会」におきましては、

「施策(１) 外国『人財』が共に活躍できる就労環境の充実」において、就労に関連する取

組を、また、次のページになりますが、「施策(２) 外国『人財』が共に安心して生活でき

る環境の充実」において、多言語支援や日本社会のルールの啓発などに取り組んでいくこと

としてございます。 

 なお、前回の審議会で委員の皆様からいただきましたご意見への対応状況につきましては、

参考資料１にて整理をしております。例えば、治安対策について重点的に取り組んでいくべ

きとのご意見を雨宮委員からいただいておりまして、「政策９安心して暮らせる社会」にお

いて、治安対策を手厚く記載するなど、計画本文などへの記載や位置づけを行っております。 

 その他、対応状況全般につきましては、後ほどご覧いただきますよう、よろしくお願いい

たします。 

 76ページからの「第４部 『挑戦する県庁』への変革」につきましては、行政経営課長の

寺門から説明をさせていただきます。 

○寺門行政経営課長 

 行政経営課長の寺門でございます。 

 「第４部 『挑戦する県庁』への変革」についてご説明させていただきます。 

 第４部につきましては、将来構想に掲げる「活力があり、県民が日本一幸せな県」の実現

に向けた全ての施策展開を支える基盤として、行財政運営の主な取組等を示すものでござい

ます。 

 次の77ページでございますが、行財政運営の現状といたしまして、職員数、財政状況とも

に、現行の計画ではおおむね目標を達成してきております。 

 次の78ページですが、こうした状況を踏まえまして、これまでの取組を基本的には継承し

つつ、下の表に記載のとおり、引き続き、未来に希望の持てる新しい茨城づくりに向けて

「『挑戦する県庁』への変革」を基本方針とし、「県民本位」、「積極果敢」、「選択と集中」の

３つの基本姿勢に基づき、「挑戦できる体制づくり」と「未来志向の財政運営」の２本柱で

取組を進めてまいりたいと考えてございます。 

 続きまして、具体的な取組につきましては、79ページ以降となります。 

 「挑戦できる体制づくり」のうち、「政策１ 「『人財』育成と実行力のある組織づくり」

では、人口減少や雇用の流動化が進み、職員の確保が課題となってきておりますことから、

施策(１)の下の「人財」確保の項の右側に記載しております主な推進方策といたしまして、

多様な試験方法の工夫や外部人材の活用などを新たに明記させていただいたところでござい

ます。 

 次の80ページの「施策(２) スピード感を持って挑戦する実行力のある組織づくり」では、

今般の災害対応や経済状況、国際情勢などを踏まえ、主な推進方策としまして、こうした

「社会情勢の変化に対応できる機動的かつ柔軟な組織体制づくり」を明記したところでござ

います。 

 「政策２ スマート自治体の実現に向けたデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の

推進」では、ＡＩの急速な進化を踏まえまして、ＡＩをはじめとするデジタル技術を活用し

た業務改革や、主な推進方策で、生成ＡＩ等のデジタル技術の積極的な活用を明記したとこ
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ろでございます。 

 次の81ページ「政策３ 働き方改革の推進」では、多様で柔軟な働き方をさらに推進して

いくため、主な推進方策としまして、フレックスタイム制や勤務間インターバルの確保など

について明記しているところでございます。 

 次の82ページ以降の「政策４ 多様な主体と連携した県政運営」や「Ⅱ 未来志向の財政

運営」の取組につきましては、おおむね現行と同様という状況になっております。 

 飛びまして、85ページをご覧願います。 

 こちらは数値目標となっておりまして、定員管理と主要財政指標について設定していると

ころでございます。 

 表の左側の定員管理につきましては、2023年度から定年引上げを開始しておりますが、そ

の開始前である2021年度の職員数を維持するということで、2029年度を目標に、現行と同様

の目標を設定しているところでございます。 

 また、右側の主要財政指標では、２つ目の県債残高につきまして、これまでは「特例的県

債を除く」としていたものを、こうした県債が減少していることなどから、総額に変更する

ほか、３つ目のプライマリーバランスにつきましては、これまで「臨時財政対策債を交付税

として算定した場合」としていたものを、こうした場合を所与としないものとして、県債残

高での変更の趣旨に合わせて変更しておりまして、引き続き、３つの指標につきまして、毎

年度、取り組む目標としているところでございます。 

 私の説明は、以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○南計画推進課長 

 続きまして、資料２－１をご覧願います。 

 主要指標の設定(案)についてでございます。 

 「２ 課題」に記載のとおり、主要指標の中には、進捗状況を明快に評価できない指標や、

社会経済情勢の変化により、時勢に合わない指標などもございます。 

 このため、「３ 方向性」のとおり、新しい総合計画におきましては、重点施策に紐づく

骨太な指標を設定いたしまして、県の取組による成果が直接反映されやすいか、また、施策

目的に対し適切な成果を表しているかなど４つのメルクマールを設定しまして、指標の内容

や目標値の適切性を重点的に確認いたしております。 

 また、「４ 施策の評価方法及び政策の進捗状況の区分方法」につきましては、現計画と

同様に、主要指標の達成率により、ＡからＤの４段階で精緻に評価を行うとともに、各政策

の評価につきましては、県民の皆様に分かりやすくお伝えするため、３段階評価により分類

することとしております。 

 ２ページをご覧願います。 

 主要指標候補でございますが、各施策に対し１つ以上の主要指標を設定し、全体で77項目

をお示ししてございます。 

 それぞれ、指標の定義、現状値と目標値、設定の考え方などを記載しておりまして、これ

らの達成により、新しい県総合計画を着実に推進してまいりたいと考えてございます。 

 続きまして、資料２－２をご覧願います。 

 いばらき幸福度指標の見直し(案)についてでございます。 
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 本指標につきましては、「１ いばらき幸福度指標の概要」のとおり、これまで抽象的で

ございました「幸福」を見える化するため、第２次総合計画から導入した本県独自の取組と

なってございます。 

 具体的には、「幸福」を「未来に希望を持ち、なりたい自分像に向かって挑戦を続けられ

ること」と定義いたしまして、その環境整備の状況を、政府統計等を基にした客観的かつ定

量的な数値で把握をしております。 

 指標につきましては、「２ 現行指標の見直し」にございますとおり、社会経済情勢等の

変化に伴い、適宜、見直しを実施しているところでございます。 

 次のページ、「３ 見直しの方向性」でございますが、計画の構成変更に合わせたキーワ

ードや指標の入れ替えなどにより、全体の３分１程度の指標について見直しを行いたいと考

えてございます。 

 見直しに当たりましては、政府統計等で客観的な数値が公表され、全国比較が可能である

ことなど、記載の３つの条件を満たすことといたしまして、県が重視する事項のみに偏らな

いよう配慮するとともに、県民が各指標によりどのように幸福を感じるかという点に留意を

してございます。 

 ３ページをご覧いただきまして、具体的な見直しの案でございます。 

 まず、「１ 指標のキーワード間移動」につきましては、計画構成の見直しに伴いまして、

「子どもの運動能力」について、より関連が強いキーワード「教育振興」に紐づく指標とし

て、移動を行うものでございます。 

 「２ 指標の削除」につきましては、「子どものチャレンジ率」など２指標につきまして、

アンケートに基づく統計値であることから、削除としまして、その下、「３ 指標の追加」

に記載のとおり、より多角的に社会経済情勢を捉えることができるよう、４指標を追加して

ございます。 

 次の４ページと５ページにおきましては、計７指標につきまして、それぞれの「見直しの

考え方」を踏まえて見直しを行ってございます。 

 見直し後の指標につきましては、６ページに記載の一覧のとおりとなり、計44指標となっ

てございます。 

 最後に、参考資料２をご覧願います。 

 今後のスケジュールでございますが、本日いただきましたご意見などを踏まえ、年明けの

１月下旬を目途に第４回審議会を開催し、答申の原案を取りまとめいただきますとともに、

２月にはパブリックコメントを実施したいと考えてございます。 

 その後、３月中旬に第５回審議会を開催させていただきまして、答申案を取りまとめいた

だき、３月下旬には第６回審議会において答申をいただく予定としてございます。 

 なお、県議会の「未来を拓く新たな茨城づくり調査特別委員会」におきまして、新しい計

画に盛り込むべき取組を議論の上、今般、最終提言が取りまとめられてございます。県議会

の議論も踏まえながらご議論いただけますよう、参考資料３として配布させていただいてお

ります。 

 恐れ入りますが、その他の資料につきましては、説明は省略させていただきたいと思いま

す。 
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 説明は、以上でございます。 

 ご審議のほど、どうぞよろしくお願いいたします。 

○大谷会長 

 どうもありがとうございました。 

○司会(佐藤計画推進課副参事) 

 それでは、これ以降につきましては意見交換になりますので、恐れ入りますが、マスコミ

の皆様は事務局の誘導により、ご退席をお願いいたします。 

〔報道関係者退席〕 

○司会(佐藤計画推進課副参事) 

 それでは、引き続き、議事の進行につきまして、大谷会長、よろしくお願いいたします。 

○大谷会長 

 ありがとうございました。 

 それでは、ただいまの説明につきまして、今日、終了時刻が16時予定になっていますので、

15時55分頃までを目途に意見交換をお願いしたいと思います。 

 冒頭、挨拶でも申し上げましたが、新しい総合計画の策定に向けて、皆様から様々な角度

からご意見、ご提案をいただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 対面でご出席の皆様はいつもどおり挙手で結構です。オンラインでご参加の委員の皆様は、

ご発声もしくは挙手ボタンを押していただいて、ご意見、ご提案をいただきたいと思います

ので、よろしくお願いいたします。 

 本日は、審議範囲がかなり広くなっておりますので、議事ごとにご意見を伺ってまいりた

いと思います。 

 まず、資料１のうち、「第１部 将来構想(案)」と「第２部 計画推進の基本方針(案)」

について、ご意見、ご提案をいただきたいと思います。 

 この第１部と第２部につきまして、ご意見、ご提案がある方は挙手をお願いしたいと思い

ますが、いかがでしょうか。 

 挙手がないようですので、お気づきの点があれば、最後に、もう一度、全体を通して伺い

たいと思います。この第１部、第２部について特になければ、次に進みたいと思いますが、

よろしいでしょうか。 

では、次にまいりたいと思います。 

 同じく資料１の「第３部 基本計画(案)」について、これをさらに細かく区切っていきた

いと思います。 

 「第３部 基本計画(案)」のうち、「チャレンジⅠ 新しい豊かさ」と「チャレンジⅣ  

新しい夢・希望」の２つについてご意見、ご提案をいただきたいと思います。 

 また、「資料２－１ 主要指標の設定（案）」について、関連する指標へのご意見があれば、

併せて伺いたいと思います。 

 では、第３部のチャレンジⅠとチャレンジⅣについてご意見を賜りたいと思いますが、い

かがでしょうか。 

 挙手がないようですので、関連しそうなところがご専門の方からお話を伺います。チャレ

ンジⅠだと、その中でさらに政策１から５まで分かれますが、このあたりで専門分野の方に
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お願いしたいと思います。最初で恐縮ですが、「政策３ 強い農林水産業」あたりがご専門

だと思いますが、鬼沢委員、いかがでしょうか。 

○鬼沢委員 

 強い農林水産業ということで、チャレンジⅢにあった「新しい人財育成」のほうに含まれ

る外国「人財」の関連で、当園でもインドネシアの方を雇用しています。その中で、特定技

能２号の仕組みができたおかげで、特定技能１号だと５年が満期なのですが、そこからプラ

スしてお仕事に来ていただける特定技能２号の仕組みができたことによって、当園でも仕事

に慣れた人材がまた来てくれるというところで、とてもありがたい仕組みができたなという

ことを感じています。 

 その中で、技能測定試験の費用がかかるのはもちろんなのですが、特定技能２号を受ける

ための費用が農業とほかの職種との間でだいぶ格差があるということを伺っています。それ

は国の方針かと思うのですが、数千円の職種があれば、数万円の職種もあるというところで、

農業に関しては２万円かからない程度ですが、外国の方はそういうところにお金をかけづら

かったりしているので、補助などがあれば、技能測定試験を受けて、もっともっと日本でお

仕事をしたいという方が増えるのではないかなと感じています。 

○大谷会長 

 ありがとうございます。 

 今、ご意見をいただきましたが、これは事務局さんから何かありますか。なければ、承る

ということにしたいと思いますが。 

○南計画推進課長 

 関係部局に話をさせていただきます。 

○大谷会長 

 ありがとうございます。 

 大事なご意見だと思います。どうもありがとうございました。 

 ほか、いかがでしょう。 

 では、平根委員、お願いします。 

○平根委員 

 私は、金融機関として携わっているところで、36ページの「政策２ 新産業育成と中小企

業等の成長」の中で、「施策(２) 活力ある中小企業・小規模事業者の育成」についてお話

しさせていただこうと思います。 

 こちらの⑤のところで、「地域商工業の維持・活性化のため、Ｍ＆Ａの手法を活用した事

業承継や中長期的な経営計画等の促進により、新規ビジネスの創出や国内外の販路開拓を支

援します。」といった項目もあると思うのですが、我々金融機関としても、地域の中小企業

のお客様方とたくさんお付き合いがございまして、とても頑張っていらっしゃる会社さんが

たくさんございます。ネットで見てきた新聞の記事なのですが、事業承継に関するアンケー

トということで、事業承継の移行をめぐり、茨城県の中小企業81社のうち32.5％が廃業予定

と回答し、この割合は全国で最も高かったという記事を目にしました。 

 回答企業数が多くないので、県全体の実態を表しているとは言えないかなとは思うのです

が、残念ながら、廃業を検討するような会社様も一定数あるのかなと思いました。 
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 今、経営されている社長様から次の方に事業承継をするというタイミングはどんな会社に

も遅かれ早かれ必ず訪れることではありますので、せっかく今まで頑張ってきた会社をそこ

で上手に次の経営者の方にバトンタッチしていただけるような仕組みや支援が必要なのかな

と思っております。 

 さらに企業の付加価値を高めていただくということで、地域にとってもそれはとても活力

につながるのかなと思っています。 

 事業承継やＭ＆Ａは、専門知識も必要な部分だと思いますので、我々金融機関としてもサ

ポートしていかなければならないということを認識して取り組んでいる分野でございますの

で、今まで以上に県とも連携して取り組み、地域のさらなる発展につなげていけたらいいか

なと思っております。 

 以上です。 

○大谷会長 

 平根委員、どうもありがとうございました。 

 ほかはいかがでしょうか。 

 では、跡部副会長、お願いします。 

○跡部副会長 

今のお話に関連するところで、中小企業の話でしたが、「政策４ 世界に飛躍する茨城」

の「施策(２) 世界に挑戦するベンチャー企業の創出」は、中小企業、小規模事業者と基本

的には大きな違いはなく、世界に挑戦するスタートアップ企業を目指す際にこちらの政策の

対象になると考えています。そのため、この２つは常に連動して取り組んでいく形になると

思います。その中で、中小企業、小規模事業者の育成から特にスタートアップ企業として成

長していくものをどう早めに見つけ、どう成長させていくのかという取組に関して、国内外

の投資の呼び込みだけではなく、経営人財をどうつなげていくのかという点は大きく影響す

ると思います。 

 人財育成について、科学に興味を持つ分野に進む若者の育成はあるのですが、若手経営人

財の育成にフォーカスした取組もあってもよいかと思います。一から育てたり、外から完全

に呼び込むことは難しいので、都心などからクロスアポイントメントのような形で、両方に

軸足を置きつつ、茨城発のシーズに関わっていくような取組などにもチャレンジしていただ

けると、他の地域に対しても良いモデルとなると思います。 

 技術シーズが生まれる研究機関間の横のつながりと、早期からそこに産業界の目を入れて

いくこと、そして、拡大期には、海外も含めた人財を入れていくような取組ができると、新

しいモデルになるのではないかと思います。 

○大谷会長 

 ありがとうございました。 

 これに関連したご質問いかがでしょうか。 

 では、グェン委員、お願いいたします。 

○グェン委員 

 私から、関連する内容がありますので、意見を述べさせていただきます。 

 今年の10月から経営者ビザの取得要件が非常に厳しくなっておりまして、例えば、資本金
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が、新規起業するのに3,000万円以上、経営者の日本語能力試験（ＪＬＰＴ）のＮ２以上、

あと、スタッフ、日本人の方の永住者などが１名以上でないと、ビザの更新、新しい企業の

設立ができないということです。政府の新しい政策なのですが、これから、茨城県だけでは

なく、ほかの地方も外国人の経営者ビザは前より難しくなり、前より外国人の経営者がいな

くなるという、難しい問題が生じます。茨城県で経営したい、自分で独立したい方達が選び

たいということだったら、2028年まで、まだビジネスが動いている会社は３年間の猶予期間

がありますので、茨城県で、日本語能力や会社の資本金がアップするなど、経営者向けの人

財育成制度があれば、茨城県にいる経営者たちがもっと茨城県を選択するという考えもある

と思い、そういう制度があれば一番いいかなと思います。 

 私は、今、自分の会社を経営していますが、永住者ですので、そういう悩みはないですが、

ベトナム人に限らず、みんな、今、とても悩んでいます。ですので、３年間、2028年までの

間に茨城県で何かできたら、みんながもっと茨城県を選ぶ、茨城県で起業を応援するという

よいイメージになると思います。 

 私からは、以上です。 

○大谷会長 

 ありがとうございました。 

 外国人の方にいらしていただくための政策、あるいは在住外国人向けの政策については、

今、国のほうでもいろいろと動いているようですので、その影響を受けるところもあると思

いますが、今、貴重なご意見をいただきましたので、担当課にお伝えいただければと思いま

す。よろしくお願いいたします。 

 ほかはいかがでしょうか、例えば、松木委員はチャレンジⅠの分野に結構近いかなと思う

のですが、何かご意見、ご提案があれば、いかがでしょうか。 

○松木委員 

 この中で、「政策２ 新産業育成と中小企業等の成長」というところですが、今まで発想

がなかったり、国や県行政にも知見がないようなぶっ飛んだ事業を起こそうとしたときに、

どこに問合せしてよいか、どういう仕組みがあるのかというのが見えにくい、分かりづらい

ということがございます。 

 過去、私も実際にある事業を立ち上げるときに各部門に相談に伺ったのですが、結果的に

たらい回しで、事例がない、前例がないということが結構あるのです。 

 資料を拝見すると、「挑戦する県庁」と書いてあるので、窓口ではないですが、もう少し

分かりやすく、担当の課を越えた連携によりご教示いただけるものがあったり、場合によっ

ては国に問いかけてみるとか、そういったことをやってくださるようなところがあると、も

っと挑戦しやすいかなと思いました。 

○大谷会長 

 ありがとうございます。 

 今、起業するときのワンストップ窓口みたいなものは県庁の中にないのでしょうか。どこ

かの課がとりあえず引き受けるというのはないのでしょうか。 

○南計画推進課長 

 今現在、ベンチャーということであれば、窓口は、産業戦略部で担っているのかなと思い
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ます。 

○松木委員 

 分かりました。ありがとうございます。 

○大谷会長 

 もしかすると、実際のところ、うまく対応ができていなかった可能性もあると思いますの

で、ご意見を担当部にお伝えいただければと思います。例えば、担当をより明確にするので

あれば、そのほうがよろしいような気もしますし、ご検討いただければと思います。 

 松木委員、貴重なご提言、ありがとうございました。 

 ほかはいかがでしょうか。 

 では、チャレンジⅠの新しい豊かさあたりのご専門になると、道越委員、いかがですか。

ご意見、ご提案があればお願いいたします。 

○道越委員 

 違う項目でもよろしいでしょうか。 

○大谷会長 

 資料１の中のチャレンジⅠとチャレンジⅣを今やっていますので、その範囲内であれば結

構です。 

○道越委員 

 分かりました。ありがとうございます。 

 新しい人財育成のチャレンジ、外国「人財」のところで、前回も質問させていただいたの

ですが、日本語学習の支援とかの体制をつくるというのは非常によいと思いました。 

 また、ほかにも、先ほども少しお話に出たと思うのですが、海外の方の受け入れというと

ころは、今、国やほかの自治体でも協議されているところかと思うのですが、どんな基準を

もって、どんな国の方やどんな人を受け入れていくのかというところは、ある程度、指針を

持っておいたほうがいいかなという点と、企業に意識啓発を推進していくというふうに記載

があったのですが、ここはどのような啓蒙をしていくのかというところはちょっと気になっ

た点がありました。 

 なので、優秀な方を入れていくというのが前回あったと思うのですが、ここの基準と、あ

とは、相手の文化・宗教に合わせるという地域のほうになじんでいただくような体制づくり、

基盤づくりみたいなところを軸につくっていかれるといいのではないかなと思いました。 

 もう一つ、観光のところで、新しい夢・希望へのチャレンジのほうで「稼げる観光地域の

創出」というところがあったと思います。ここも観光地域の高付加価値化という文言があっ

たのですが、国も、今、インバウンドのほうも、量から質へというところで、高付加価値化

というのが方針として出ていると思うのですが、ここの販売体制やプロモーションもそうだ

と思うのですが、一つ、高付加価値化していくに当たって、今、結構、観光業界でも言われ

ているのが、ガイド人材の育成や、そこのネットワーク化みたいなところが次のステップと

して必要になってくるかなと思うので、自治体や地域でガイド人材のネットワーク化や情報

の集約みたいなところはまだまだできていないところが多いと思うので、次のステップにな

るのかもしれないですが、そういったところも検討いただけるとよいと思いました。 

 以上です。 
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○大谷会長 

 どうもありがとうございました。 

 これも、担当部局のほうにつなぐということにさせていただきます。 

 ほかはいかがでしょうか。 

 では、髙木委員、お願いします。 

○髙木委員 

 今回、チャレンジⅣについてお話しさせていただければと思います。 

 私自身、メディアの運営とＰＲをやらせていただいている関係で、意見をお話しさせてい

ただければと思うのですが、私は、今、年間110万ユーザーのメディアを運営しています。

その経験から申し上げると、発信量やリーチ数を増やすことと人の心を動かすことは全く別

物だなと感じていまして、「政策16 魅力発信No.１プロジェクト」というところがあります

が、こちらでメディアの掲載の広告換算値206億円という成果が出て、これはすごくすばら

しい数字だなと思う一方で、県民の愛着度72.4％というところで、外への露出が増えました

が、内側の気持ちがもう少し動くとよいのかなと感じたところです。 

 またメディア運営の話に戻ってしまうのですが、その中で痛感しているのは、読まれる、

見られるということと、心に残るというところに大きな溝があるなというところです。ＰＶ

数やインプレッション数みたいなところが稼げても、読者の気持ち、見ている人たちの気持

ちを変えるのはすごく難しいところなので、そこについては、計画案のほうにありますスト

ーリーブランディングというところとうまく組み合わせて、マンガ・アニメといったコンテ

ンツの活用だけではなくて、そこと組み合わせた、なぜ茨城でやるのかというところと、誰

がそこにいるのかというところの掛け合わせ、かけ算がとても重要で、なおかつその発信が

心に響いて届いていく、差別化になっていくというふうに考えています。 

 それに併せて、そこが最終的には県民の愛着度というところ、県民自身が語りたくなるよ

うな仕掛けというところにもつながっていくのかなと思っているので、そういったところを

意識して、計画の中にも盛り込んでいただけると、よりよいストーリーブランディングとい

うところと掛け合わせたものができるのではないかなと感じました。 

 以上です。 

○大谷会長 

 ありがとうございました。 

 確かに、ページビューと行きたいと思うかどうかは、同じとはなかなか思えないですね。

確かにそのとおりですね。 

 貴重なご意見、ありがとうございました。 

 ほか、いかがでしょうか。 

 では、山根委員、お願いいたします。 

○山根委員 

 新しい豊かさへのチャレンジのところで、僕も農業に携わっているので、「資料２－１ 

主要指標の設定（案）」の２ページの「政策３ 強い農林水産業」の「９ 生産農業所得」

のところで、目標値の設定が検討中となっています。これは、「県全体の生産農業所得を県

全体の農業経営体数で除したもので」というところなのですが、農家さんの分母の数が減っ
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ていくのが目に見えて分かっているので、絶対に数字は上がると思います。 

僕がいつも質も大事だけど量も大事だと言っているのは、農家の数が減って、生産量が落

ちたら、１つの作物の金額も上がって、消費者が困るという将来が目に見えて分かっている

ので、いかにして農業に関わる人を増やして、県民が安心安全な国産の農作物を食べられる

かという状況を、僕はぜひ茨城県にはつくってもらいたいなという思いを昔からずっと思っ

ています。なので、農家の分母が減って、うちはできないから隣の農家さんにお願いしてみ

たいな感じになっている現状なので、ちょっと僕も答えはないのですが、農家の生産量とい

うところはどうにか維持できるような、これは幸福度の問題なので、安心安全な農作物を誰

もが食べられる状況にするため、農家の数を維持するような、そんな指標の設定を目標にし

て、県全体で頑張ろうみたいなものをつくってもらいたいというのが、農業に携わっている

人間として思うところなので、ぜひそこも参考にしていただけたらと思っています。 

 以上です。 

○大谷会長 

 ありがとうございます。 

 これは、指標設定の考え方は、事務局さんのほうで何かありますか。 

○南計画推進課長 

 委員おっしゃるとおり、今後、販売農家さんがどんどん減っていくという中で、これまで

は販売農家当たりということで指標を捉えていたのですが、今回、農業経営体当たりという

ことになると、統計上、幅が広く捉えられるということで、逆に、分母が増えるような形に

なると考えております。 

○山根委員 

 法人化して、農家の数がどんどん減っていっているので、例えば、10人の農家がいました。

でも、もう個人としてはできないから、そのうちの７人が辞めるので３人で法人化しましょ

うみたいな感じで、でも生産量はあまり変わらずできているみたいなことで、農家の数は減

っているけれども、生産量は維持できているという状況が今あると思っているので、これは

絶対に数字がよくなってしまうと思っています。 

○南計画推進課長 

 指標の捉え方といたしまして、販売農家だけだと、統計上、少し、農業経営体などの法人

が入っていないような捉え方だったようで、今回、法人も入れるという形にしたいと考えた

経緯はございます。 

○大谷会長 

 ありがとうございました。  

 雨宮委員、お願いいたします。 

○雨宮委員 

 私は、今回、安全安心のところで後で発言をさせていただこうと思ったのですが、チャレ

ンジⅠとチャレンジⅣに関係して、１つだけお伝えしたいと思います。 

 私は、５年ぐらい、県と一緒に県営公園の指定管理者の選定委員会というのをやってきて

います。ですので、県営公園がどうなるのかということに関心があるのですが、計画全体を

見ても県営公園が全然出てこないのです。 
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 恐らく、「チャレンジⅣ 新しい夢・希望」の「政策20 活力を生むインフラと住み続け

たくなるまち」のところで言及されないといけないと思うのですが、県営公園という言葉が

全く出てきていなくて、県として公園をどうしていくのかという大きな方針がないというと

ころに問題意識を持っています。 

 指定管理者をやっていても、消極的に維持管理をお願いしているというだけではなくて、

もっと都市公園のポテンシャルを引き出すとか、あるいは、県のほうでPark-PFIを導入する

という形で、もっともっと公園に対して民間企業が参入しやすい環境をつくっていくという

ことが、個別には行われているのですが、大きな方針が示されていないというところに問題

があると思っています。総合計画はまさにそこを示すところだと思いますので、県営公園に

ついて、私が見逃しているのだったらご指摘いただければと思うのですが、もし盛り込まれ

ていないのであれば、県営公園、都市公園をどうしていくのかというところに対して、方針

を示していただければと思います。 

○大谷会長 

 ありがとうございます。 

 では、公園の扱いについて、事務局の方で、いかがでしょうか。どういう議論をされたの

かも含めて、お分かりになる範囲でお願いできますか。 

○南計画推進課長 

 政策20の「施策(２) 魅力あるまちづくり」の⑧で、「都市公園等の整備を通じ」という

ことで記載しており、こちらに含まれると考えております。 

○雨宮委員 

 整備というのは、管理運営も含んでいるということですね。 

○南計画推進課長 

 はい。 

○雨宮委員 

 そういう理解でいいのですね。分かりました。 

 では、公園でのPark-PFIの方針とか、大きな方針をこれに基づいて決めていくという理解

でよろしいのですね。 

○南計画推進課長 

 はい。 

○雨宮委員 

 分かりました。ありがとうございます。 

○大谷会長 

 どうもありがとうございました。 

 今の政策20の施策(２)の⑧のところに「都市公園等の整備を通じ」とあるというところの

お話ですね。ページで言うと、75ページのお話でございます。 

 どうもありがとうございました。 

 雨宮委員、よろしいでしょうか。 

○雨宮委員 

 はい。ありがとうございます。 
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○大谷会長 

 どうもありがとうございました。 

 ほかはいかがでしょう。 

 では、道越委員、お願いします。 

○道越委員 

 68ページの新しい夢・希望へのチャレンジの「政策17 ビジット茨城～新観光創生～」で

すが、さきほど髙木委員からもあったとおり、リーチ数だったりとか、目標の数字はたくさ

ん設定されていて、すばらしいと思ったのですが、さきほど髙木委員からもお話があったと

おり、心を動かすという意味だと、このビジット茨城とか新観光創生というのは内部でのコ

ンセプトなのかなと思うので、対外的に出していくコンセプト、全体コンセプトみたいなも

のがあると、もっと人の心が動いたり残っていきやすいのかなと思っております。 

 例えば、群馬県だと、「世界に誇るリトリートの聖地へ」というところで、そういうコン

セプトを全体で持って、そこに沿ってつくっていたりとか、香川県だと、「香川せとうちア

ート観光圏」みたいなところのコンセプトを持っていらっしゃったりするので、一つ、大き

な対外的なコンセプトがあるともっと心にも残るし、全体のまとまりというところもブラン

ディング的に生きてくるのではないかなと感じました。 

 以上です。 

○大谷会長 

 ありがとうございました。 

 事務局さんのほうで、もしコメントをいただけるのであれば、お願いします。 

○小松政策企画部次長 

 「体験王国いばらき」というような形で、キャンプであったり、アウトドア体験であった

り、そういった様々な体験、海もあり、川もあり、山もありという形で、観光分野のほうで

取り組んでいるところです。そういったものをどう伝えていくか、皆様方からご意見をいた

だいていますが、どのように響くような打ち出し方をしていくかというのは、今後、関係部

局と詰めながらやっていく必要があると思っております。 

○大谷会長 

 どうもありがとうございました。 

 このチャレンジⅠとⅣについて、ほかにまだございますでしょうか。 

 よろしいですか。 

 そうしたら、また後ほど、お気づきになりましたら、最後、全体を通してご発言いただく

機会をつくりたいと思いますので、このチャレンジⅠとⅣについてはここまでとさせていた

だきたいと思います。 

 続きまして、同じく、資料１の第３部のうちの「チャレンジⅡ 安心安全」と、「チャレ

ンジⅢ 新しい人財育成」について、ご意見、ご提案を頂戴したいと思います。 

 また、同じく、「資料２－１ 主要指標の設定（案）」についても、関連する部分でご意見

があれば、併せてお願いできればと思います。 

 では、皆様方、いかがでしょうか。 

 では、森近委員、お願いいたします。 
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○森近委員 

 介護分野のお話をさせていただきます。 

 今からお話しさせていただく内容は、基本計画の43ページの新しい安心安全のチャレンジ

の政策６と、主要指標の設定(案)の３ページにございます「介護サービスが充足していると

感じる利用者の割合」という新しく設定された指標について意見を述べさせていただきます。 

 まず、この指標を拝見したときに、介護サービスが充足していると感じる利用者の割合を

確認するために、利用者や家族に確認するのではなくて、ケアマネジャーに調査するという

ことで、最初、少し違和感を抱いたのですが、確かに、よく考えると、利用者やご家族様は、

そもそも、ご自身たち、ご家族にどのようなサービスが必要かとか、どのようなサービスが

自分に合っているのかということを考えることが難しい状況もありますので、そういった点

では、サービスを紹介・調整する立場にあるケアマネジャーにどれだけサービスが充足して

いるかということを確認するということは、より実態に沿った形で調査できるのではないか

なと考えました。 

 また、茨城県に必要な介護サービスをいかに整備するかというのを考える際、量の確保と

いう観点のみではなくて、ケアマネジャーが充足しているとどれだけ捉えられているかとい

う基準ではかることにしたというのはとても画期的だなと感じております。 

 介護サービスの量を増やせば県民が幸せになるということでは決してないと思いますので、

介護サービスの量の指標ではなくて、この新しい指標ではかるということで、よりニーズに

即したサービスの整備が進んでいくということが示せるのではないかなと個人的に考えまし

た。 

 一方で、この手法を用いることでの課題についても考えましたので、述べさせていただき

ます。 

 担当する利用者に必要な介護サービスと実際に提供される介護サービスが一致している人

の割合は８割以上かということをケアマネジャーにアンケート調査するということなのです

が、その質問をケアマネジャーにしたときに、例えば、サービスが充足しているかという観

点だけではなくて、利用者や家族が必要なサービスが何かを理解してもらえないであったり

とか、そういったサービスの充足感以外の要素の理由として、８割以上ではないと回答する

ケースだったりとか、あとは、自分の業務に自信を持っているケアマネジャーが、現在ある

サービスの中でも、自分は８割以上、適切なサービスを提供できているとか、本来、調査側

が得たいなというところ以外の要素のところの理由で８割以上と回答するといった、意図と

ちょっと異なる回答が起こるリスクがある質問だなと捉えております。 

 ですので、例えば、直接的に介護サービスの量的充足感はどれぐらいかというふうに聞い

たほうが、もしかしたら、把握したい回答が得られる可能性があると考えました。 

 その場合、ざっくりと介護サービスが充足しているかどうかというところを聞くよりも、

それぞれのサービス種別ごとにどれだけ充足感があるかというふうに聞いていただいて、そ

の結果、出た、サービスごとの充足感とか、例えば、平均値で測るとか、そういったことを

すると、より具体的に、今、県として、どれだけの介護サービスが充足しているのかという

ことを測る指標に、よりなるのではないかと考えました。 

 また、介護サービスという言葉についても、回答者によって異なる解釈をしやすい表現か
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と思いましたので、もしアンケートの中で、介護サービスの定義がなされていない場合は、

しっかりと定義をしたほうがよいと考えました。 

 あと、この指標について考えたのが、現状、具体的にこの指標の目標値を達成するために

どのような施策を考えているのかということをお伺いしたいと思いました。 

 現状の56.3％が８割以上充足していると考えているという回答は、個人的にはとても高い

なと思ってしまいまして、そこをさらに2029年に80％を目指すということで、どのような道

筋、どのような施策を通してそれを達成しようと考えていらっしゃるのか、ちょっと想像が

できなかったので、そこを教えていただきたい。あとは、今回、ケアマネジャー向けにアン

ケートをするに当たって、充足感だけではなくて、どのサービスが具体的に足りていないの

かまでお聞きになるのか気になりまして、そこを聞いて初めて県にどのようなサービスが足

りていなくて、どこを充実させる必要があるということが分かって意味を成す指標になって

いくと捉えておりますので、どのような具体的なサービスが足りていないのかというところ

までお聞きになられていたら、その結果も共有いただけますとありがたいです。 

 意見は、以上となります。 

○大谷会長 

 ありがとうございました。 

 貴重なご意見、ありがとうございます。 

 これは、担当は福祉部かと思いますが、今日は出席していないと思いますので、事務局の

ほうで、このアンケートに関して何かお話しいただけることはありますか。 

○南計画推進課長 

 ご意見のアンケートの仕方とか、いろいろ工夫するような形で、関係部局のほうにお伝え

させていただきたいと思います。 

○森近委員 

 ありがとうございます。 

○大谷会長 

 ありがとうございます。 

 画期的だというお褒めのお言葉もいただきましたので、それも併せて福祉部さんに伝えて

いただければと思います。 

 よろしくお願いいたします。 

 ほか、いかがでございましょう。同じような政策分野だと、今日、オンラインでご出席の

渡邊委員も近いところかと思いますが、もし何かご意見がございましたら、いかがでしょう

か。 

○渡邊委員 

 「政策６ 県民の命を守る地域保健・医療・福祉」のところで、例えば、医療人材、福祉

人材の確保対策が大変重要という視点で見させていただいておりました。 

 書いていただいているとおりで、茨城県は、医師をはじめとする医療人材が対人口当たり

で少ないという点もありますので、お伝えいただいているとおり、医師確保、医療従事者確

保に取り組んでいっていただけたらと思います。それとともに、医療人材・福祉人材確保対

策の取組のところで、例えば、「医師が健康を確保しながら仕事と育児等を両立できるよう
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にするため、医師の働き方改革を進めるなど、魅力ある環境づくり」などと書いていたり、

あとは、教育、研修等の充実なども書いているのですが、医療人材・福祉人材の確保のため

には、医療人材・福祉人材にとって、茨城県が魅力ある地域であることがとても大事ではな

いかなと思っております。大学とかで教育するとか、例えば、医師や看護師さんもそうです

が、修学資金等を出すというようなところも大事なのですが、結局は、近隣の都道府県と比

べて、茨城県で働きたいというような、医療従事者や福祉人材にとって魅力ある県になると

いうことがとても大事ではないかと思っております。働きやすさや教育といった面で、茨城

県の医師、医療人材・福祉人材にとって環境がよくなって、それを通じて医療や介護が充実

して、県民の皆様のためになったらいいなと思っております。 

 以上です。 

○大谷会長 

 どうもありがとうございました。 

 このチャレンジⅡとⅢに関しまして、ほかはいかがでしょう。 

 このあたりの分野は、澤田委員、ご専門に近いと思いますが、いかがでしょうか。 

○澤田委員 

 基本計画の資料１、63ページ、64ページの政策15、主要指標の資料２－１の４ページ、５

ページについてお話しさせていただきます。 

 今回、特に、「共に成長する秩序ある共生社会」というキーワードが新たに加わったこと

で、単に人材獲得、経済的効果というだけでなく、彼らの生活面においても、県がしっかり

環境を改善していくというところが明確に打ち出されたのかなと思っています。 

 施策(１)、施策(２)、それぞれの取組に合わせた指標について少しご提案ができればと思

います。 

 施策(１)項目③について、せっかく茨城を選んでくれた外国人財が長くとどまって、より

県に貢献をしていただけるように、日本語学習の支援であったり、その他、資格取得等の支

援が必要だというお話が先ほどもお話がありましたが、実際、就労しておられる方や、また、

そのご家族というのはなかなか時間が取れず、普段の自分たちの時間、経済力の中で日本語

学習に取り組んだり、資格試験を受けるというのが難しいところがあるのかなと思います。 

 昨年度策定された外国人版いばらき幸福度指標の中にも、県内の市町村のうち日本語教室

が設置されている自治体が86.4％あるという高い数字が出ています。一方で、国際交流協会

やボランティア団体等で日本語教室を開設はしていても、なかなかそれが地域住民につなが

らないということを、活動していらっしゃる日本語教師やボランティアの方から聞くことも

多いです。日本語教育のリソースを増やすというところも大事なのですが、そこと生活して

いる方々を結びつけるためには、事業所にある程度協力を要請していくことが必要かと思い

ます。 

 これは、もし、お手元に情報があれば後で教えていただきたいのですが、外国人を雇用し

ている事業所の中で、積極的に日本語学習の機会を提供しているという事業所がどのくらい

あるのか、例えば、今後、そういった調査が可能であれば、それも指標の一つになるかと思

います。日本語教育推進法の中でも、外国人を雇用する事業所はそういった機会提供に努め

るということが書かれていますので、そこを県として推進していくというのも一つかなと思
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っております。 

 続いて、施策(２)ですが、今の指標(案)ですと、指標の58番「小中義務教育学校において

『特別の教育課程』による日本語指導を受けている外国人児童生徒の割合」というのが現状

８割弱で、恐らく、これも、あと２、３年するとほぼ100％に近い形になっていくのかなと

思います。一方で、日本語指導教室や特別の教育課程が設置できていたとしても、そこでど

れだけ充実した指導ができているかというのはまた別の話で、そこを測る一つの指標として

は、日本語指導担当の加配教員や支援員等の人員の配置が次の指標になるかと思います。 

 もう１点、問題なのが、いわゆる不就学の子どもたちについてです。これも文部科学省の

令和６年度の調査ですが、茨城県は不就学の子どもが25名、それから、就学状況が把握でき

ていない子どもが316名ということで、340名ほど就学実態のない子どもがいます。外国籍の

子どもの人口がおよそ同じほかの県と比べてもかなり悪い数字です。少しでも不就学の子ど

もをゼロにしていく取組は、秩序ある外国住民を増やしていくという県の方針においても大

事かと思いますし、子どもが教育を受けられない環境をそのまま放置しないというのは県の

メッセージとしても重要かと思います。 

 そこは、県として横断的に取り組む施策として、ぜひ盛り込んでいただけるとよいかなと

思っています。 

 以上です。 

○大谷会長 

 どうもありがとうございました。 

 エビデンスに基づいて具体的なご提案をたくさんいただきました。 

 最初、施策(１)のところでしたか、日本語教育を積極的にやっている企業の数で、もしデ

ータがあればという話でしたが、今、もしなければ、後日、ご提示ください。 

○南計画推進課長 

 後日、提示させていただければと考えています。 

○大谷会長 

 ありがとうございました。 

 ほかはいかがでしょう。 

 では、跡部副会長、お願いいたします。 

○跡部副会長 

 今のお話に対して、少しお伺いいたします。 

 外国語の教育に対して、専門人員がつくということは、文化面で非常に重要だと思う一方、

今、外国語の習得は生成ＡＩのアプリが普及しており、基本的には、職場や教育現場でアプ

リを活用していきながら、同時に、人のケアが大事なところではしっかりと対応するという

ように切り分けていくと、少ない人数でも効率的に対応できるのではと感じました。その場

合、必要になる人材はまた異なる属性かもしれないとも思いました。 

 例えば、私が外国人で、今、一生懸命外国語を習いながら地域にフィットしていこうとす

る場合、どうしたらもっと積極的に取り組めるかと考えると、アプリで言語を覚えることに

よって、小さな報酬や小さな交流機会が得られると継続しやすく、自ら進めていきたくなる

と思いました。 
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 こういった日本語教育を、いろいろなツールを使い、今、提案されている仕組みとは異な

る新しい仕組みを検討していくのも面白いかと思います。 

 そのためには、ＡＩと人によるケアのそれぞれの特性を、専門家と一緒に慎重に考えてい

かなければいけないところだと思います。 

 以上です。 

○大谷会長 

 ありがとうございます。 

 こういう議論、大歓迎ですので、ぜひクロストーク的にお話ししていただいて結構です。

ありがとうございます。 

 澤田委員、今のことで、現場では何かありますか。 

○澤田委員 

 就労者に対しては、外国人材支援センターで、オンラインで日本語学習ができる教材を以

前から提供していらっしゃるのですが、活用率や定着率を上げるところで苦労しておられる

と聞いています。そういったところで、事業所が協力をし、就労者に対する何らかのインセ

ンティブがあるとよりいいのかなと思います。日本語を身につけることで、より職場で彼ら

が過ごしやすい環境になっていく、あるいは、労働環境が上がっていくといった環境づくり

について、最後は人なのかなと思います。 

○大谷会長 

 どうもありがとうございました。 

 ほかはいかがでしょう。 

 では、鬼沢委員、お願いいたします。 

○鬼沢委員 

 今の外国語に関するお話なのですが、現場の声として、先ほども上げた特定技能２号の試

験も、農業の試験であっても、作物が違えばやっていることも違って、勉強しなければいけ

ないこともいろいろと違う。そういう中で、うちの農園だけで働いている人であると、ほか

の農業を全く知らないといってもいいくらい、ほかの作物では難しい言葉を使うことが多く

て、そういうのは外国の方が個人では勉強できない。試験を受ける際に、いくら言葉を学ん

でも、その言葉の意味が詳しく分からない、理解ができない上で試験を受けてもなかなか合

格は難しいというのは、実際、現場としては感じたところです。意見です。 

○大谷会長 

 貴重なご意見、ありがとうございます。 

 せっかくいろいろな体制を整えても、現場で役に立たなければ意味がないと思いますので、

ぜひどんどんご意見をいただければと思います。 

 ほかはいかがでしょうか。  

 では、よろしければ、これはここまでとして、次に進ませていただきたいと思います。 

 次が、資料１のうちの第４部です。「『挑戦する県庁』への変革（案）」について、ご意見、

ご提案をいただきたいと思います。76ページ以降です。 

 ご意見、ご提案がある方はいかがでしょう。 

 あまり県庁の体制に対して意見がないというのはいいことかもしれないですね。現状でも、
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皆様方には、少なくとも、ある程度ご満足いただいているということなのかもしれませんが。 

 では、私、ここが専門なので、発言させていただきたいと思いますが、ページで言うと79

ページです。「人財」の確保と育成というところが出てきています。今、自治体さんで多い

失敗が、なかなか採用できない。それはなかなか受験者数が増えないから、試験を前倒しし

たり、受けやすい試験内容に変えたりして、とにかく受験者数を増やそうということをやっ

ているのですが、その入り口選抜で、入り口で必要な能力のスクリーニングが果たせていな

くなってしまっているところもあるのです。例えば、試験科目を変えたら、そこでどういう

能力を見るかというのが変わってくるのですが、試験を変えただけで、研修を変えていない

ので、入り口選抜で必要な能力を全部持っているかどうか見切れていないけれども、入った

らそのままというようなところがあるのです。 

 例えば、今までは法律の試験を課していたけれども、法律の試験があると受験してもらえ

ないので、法律の試験はなくして、ＳＰＩ、いわゆる簡単な教養プラス適性検査と面接とす

るところが多いのです。そうすると、法律の知識がない人が当然いっぱい出てくるわけなの

で、法律の研修をしなければいけないのですが、そういうようなことをあまり考えずに、採

用と育成・研修が連動していないというところが結構あるのです。 

 この辺については、恐らく、茨城県は、人事はかなりいろいろなことをやっていらっしゃ

るので、考えていらっしゃると思うのですが、表には若干見えないような気がするのですが、

このあたりどういうふうにお考えなのか、聞いてもよろしいでしょうか。 

○寺門行政経営課長 

 会長おっしゃるとおり、ややもすれば、今、人が確保できないからというところで、今ま

でどおりの競争試験ではなくしたところ、入ってきたらどうだということがありまして、そ

こはカバーしなければいけないので、先ほどもありましたが、我々も、入ってからの研修で、

いわゆる社会人経験採用職員向けの研修をつくって、基礎的な法律の知識等を含めて確認を

させていただくとか、研修で身につけていただくとか、そういった形でフォローアップでき

るようにしているところでございます。 

○大谷会長 

 ありがとうございます。 

 今の県庁職員には、昔よりもかなり高度な能力が必要になってくる部分もあると思います

ので、ぜひ採用の手法と連動した研修を展開していただければと思います。 

 ほか、いかがでしょう。 

 では、跡部副会長、お願いします。 

○跡部副会長 

 82ページの多様な主体との連携と、選択と集中について、教えていただけますでしょうか。 

 基本計画では、それぞれの分野での取組において、全体的にとてもチャレンジングな目標

を掲げておられ、現在の社会環境の中でこれだけのことを成し遂げるには、相当高い目標を

掲げておられると思います。 

 現場でしっかりと取組を行っていても、なかなか、経済を変化させるのは難しく、そのよ

うな際に、この多様な主体との連携、例えば、大学や民間との包括連携を組んで、選択と集

中で大きなプロジェクトを動かしていくなど、大きな変化をつくる必要があると思います。
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先ほど農業の課題がありましたが、農業の人たちがしっかりと現場でやっていく中、例えば、

ベンチャーやスタートアップ、研究機関などと合わせて、アグリテックなどイノベーティブ

な大きなプロジェクトを立ち上げるなど、研究機関や金融機関との連携でないと難しいと思

うのです。 

 そういった連携や、選択と集中、また、基本計画の各部門の取組の中でプロジェクトなど

が走ることはあり得るのでしょうか。もしくは、それは県としての事業を超えたものになる

のでしょうか。 

○大谷会長 

いかがでしょう。県としての守備範囲みたいな話かと思いますが、いかがでしょうか。事

務局さん、もし何かあれば。 

○南計画推進課長 

 委員おっしゃるとおり、こういう時代ですので、民間企業様のノウハウとか、いろいろ取

り入れながら事業を進めていかないといけないということもございます。現在、包括連携協

定を22社と結ばせていただいており、各関係課に、こういった連携した取組ができますよと

いうのを企業から提案していただいたり、あとは、逆に、こちらからこんなことはできませ

んかというようなことを提案したり、そういったことをして、いろいろ民間企業様とも連携

を取りながらやっているという事例は、今現在もございます。 

○跡部副会長 

 個別には解決できないことは多く、もう一段上のレイヤーで、戦略的に、構造改革や規制

のサンドボックス制度の活用などが必要ではないかと思います。茨城は、科学技術と併せて、

農業が大きなリソースですので、何が茨城発でできるかと考えると、農水省のＳＢＩＲのよ

うな話となり、県としてはそこまで関わることは難しいのでしょうか。これは、県はなぜや

っていないんですかという質問ではなく、単に私が、どこまでが県として取り組むべきこと

なのかということを理解しておらず、教えていただければ。 

○南計画推進課長 

 特区の話もございましたが、国際戦略特区とか、つくば市のスーパーシティの特区の取組

は承知していますが、もう少しレベルが高いところで云々というのは、少し確認させていた

だければと思います。 

○大谷会長 

 ありがとうございます。 

 県がそもそも持っている権限の範囲でできることとできないことがあり、また、国に要望

しないといけないところもあると思います。取り組む分野によって、あるいは中身によって

変わってくるとは思うので、何かそういうような対応をしているところがあれば、後ほど、

参考にでも、教えていただければと思います。 

 ほかはいかがでしょう。よろしいですか。 

 では、第４部についてはここまでにさせていただきたいと思います。 

 続いて、「資料２－２ いばらき幸福度指標の見直し(案)」について、ご意見、ご提案を

いただければと思います。 

 必ずしもご自身の専門分野に関係しなくても結構でございますので、ご意見、ご提案があ
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る方からお話しいただければと思いますが、いかがでしょうか。 

 今回の指標については、新しい計画を順調に達成していけば、この指標が上がるというよ

うな対応関係になっているというふうに見てよろしいのですかね。この並べ方がそういうふ

うに変わっていますけれども。 

 事務局さん、よろしいですか。 

○南計画推進課長 

 いばらき幸福度指標の位置づけでございますが、県では、先ほど申し上げました数値目標

を77指標、今回ご提示させていただいております。 

 県が今回ご提示している政策が20政策ございますが、その目標を設定するのが数値目標に

なってございまして、いばらき幸福度指標につきましては、現在の県の立ち位置を、主観的

なものではなくて、客観的な統計で全国順位の順位づけをしまして、全国での立ち位置を確

認する一つのツールのようなものでございます。 

 こちらで強み、弱みを確認しまして、弱い分野をどんどん強化して取組をしていくとか、

そういったことで施策の充実を図っていくというようなことで考えてございます。 

○大谷会長 

 ありがとうございます。 

 委員の皆様方、ご意見、ご提案はいかがですか。 

 では、平根委員、お願いいたします。 

○平根委員 

 細かい項目についてというわけではなくて、いばらき幸福度指標の全体的なことについて

考えたことをお話ししたいと思います。 

 今、お話がありましたように、客観的に茨城がほかの県とかと比べてどれだけ住みよいの

か、豊かなのか、安心安全なのかということを測れるような指標だと思うので、とてもよい

取組だと思っています。 

 ただ、一方で、県民の人たちにもっともっと浸透をさせていっていただきたいなという気

持ちがありまして、ニュースでも取り上げられていたので、一定数、ご覧になっている方も

いると思うのですが、もしかしたらもうやられているかもしれないのですが、例えば、お子

さん方が学校で郷土のことを学ぶような授業などもあるのではないかと思うので、そういっ

たところで、このいばらき幸福度指標についても学んでもらえるような機会をつくっていっ

ていただけたらどうかなと思いました。 

 小さい頃から茨城に対して愛着を持ってくれるような子どもたちが育っていってくれれば、

大人になったときに、ずっと茨城で暮らしていこうかなとか、頑張っていこうかなとかとい

う愛着の形成とか、誇りを持って暮らしていっていただけるということにつながっていくと

思うので、茨城ってこんなすごいところがたくさんあるということを可視化しているよい取

組だと思うので、県民にしっかりと浸透させていってもらえるような動きをこれからも続け

ていっていただけたらありがたいと思いました。 

 以上です。 

○大谷会長 

 ありがとうございました。 
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 浸透というお話でしたが、これは県内の市町村も使っているのでしょうか。そこまではや

っていないですか。 

○南計画推進課長 

 県独自の取組ということで、市町村のほうではこういった取組をしているところは、今の

ところ、県内ではない状況です。 

○大谷会長 

 ありがとうございました。 

 ご存知かもしれませんが、だいぶ早くから幸福度に着目している自治体もあって、中には

「幸せリーグ」という形で自治体間で連携しているグループもあります。こことはまた少し

指標や考え方も違うかもしれませんが、参加自治体を増やして多数派をつくってしまうとい

うのも一つの手かなと思います。 

 その「幸せリーグ」を提唱したのは東京都の荒川区で、区長さんがあちこちの首長さんに

声をかけてリーグをつくり、広げていったのです。例えば、まずは県内の市町村にこれを使

ってもらって、県民に認識を広める。そこからさらに県外の自治体で賛同するところがあれ

ば、これは「いばらき」と書いてあるのでやり方は難しいかもしれませんが、広げていくと

いう手もあるのかなという気もいたしました。 

 ありがとうございました。 

 オンラインのほうで、雨宮委員が手を挙げていらっしゃるようですので、ご発言をお願い

したいと思います。 

○雨宮委員 

 まず、先ほど、発言をしそびれてしまったのですが、安心安全のところで、前回の私の意

見を取り入れていただいて、犯罪に関する指標を手厚くしていただいてありがとうございま

す。県警とかなり調整をしていただいたのではないかと思います。まずそのことについて御

礼申し上げます。 

 そのうえで、いばらき幸福度指標ですが、ここは安心安全のところで課題があると思って

います。 

 まず、総合計画で設定していただいた主要指標と、幸福度指標で新たに設定される警察官

１人当たりの犯罪検挙件数との間にかなりギャップがあって、総合計画の目標を達成するこ

とが幸福度の指標を上げるということにつながらないのではないかと思っています。そこの

整合性をもっと上げたほうがいいというのが１つです。 

 あと、もう１つは、この警察官１人当たりの検挙件数というのは私は見たことがない指標

で、かなりアクロバティックというか、特殊な指標を使っていると思います。検挙率や警察

官１人当たりの県民数とかというのはほかの県でも設定しているのを見たことがあるのです

が。あるいは、県民の犯罪不安感に直結する身近な犯罪の件数なども見たことがあります。

幸福感ではないですが、県民の犯罪不安感に直接的につながるような指標は何かというのは

研究もされていて、それで設定されている例は多いのですが、今回設定されているのが警察

官１人当たりの検挙件数ということで、これは警察官がどれだけ頑張ったかの指標にはなる

と思うのですが、それと幸福ということにかなりギャップがあるのではないかと思います。 

 もう少し幸福ということに直結する指標、また、県のほうで、総合計画で取り組まれてい
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る指標と整合した指標ということを考えたほうがよいのではないかというのが私のコメント

です。 

 以上です。 

○大谷会長 

 ありがとうございました。 

 今の指標について、事務局の方で、コメントはありますでしょうか。 

 これは県警本部のほうから上がってきた指標になるのですか。どうでしょう。 

○雨宮委員 

 どういった経緯でこの指標が出てきたのかというのが知りたいです。見たことがない指標

なので。 

○南計画推進課長 

 おっしゃるとおり、県警本部と調整をさせていただいてこのような形にさせていただいて

いるという次第でございます。 

○大谷会長 

こういう考え方でこの指標を取り入れることにしたというのを、後日で結構ですので、出

していただいてもよろしいですか。 

○南計画推進課長 

 はい。 

○大谷会長 

 ありがとうございました。 

 雨宮委員、それでよろしいでしょうか。 

○雨宮委員 

 県の総合計画で取り組まれている指標との整合性を確保するということと、あと、県民の

幸福度との関係ということについてしっかりと説明するという、その２つをご留意いただけ

ればと思います。 

○大谷会長 

 ありがとうございました。 

 その２点をご確認いただいて、後日、ご提示いただければと思います。よろしくお願いい

たします。 

 ほかはいかがでしょうか。 

 では、澤田委員、お願いいたします。 

○澤田委員 

 今回、追加の指標見直しで上げている、資料でいうと３ページですが、国際交流・共生の

ところで、「専門的・技術的分野」の在留資格を持つ外国人数の割合が高いということが幸

福度にどうつながるのかというところが、私の中では理解ができなかったので、もしご説明

が可能であればお願いしたく、また必要があれば、検討をお願いできればと思います。 

○大谷会長 

 ありがとうございます。 

 これは、事務局さんのほうで、今、コメントを出せますか。難しければ、後日、ご提示で
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もと思いますが。 

○南計画推進課長 

 整理の上、後日、ご説明させていただきます。 

○澤田委員 

 ありがとうございます。 

○大谷会長 

 ありがとうございます。 

 その前の雨宮委員からのご意見もそうですが、指標として仮に成立したとしても、それが

幸福度とどうつながっているのかというところに違和感があると、指標として適当とは言い

にくくなるかもしれませんので、そこがきちんと説明できるようにご提示いただければと思

います。 

 ほかはいかがでしょうか。 

 この幸福度指標については、よろしいでしょうか。 

 ありがとうございました。 

 では、一番最初の「第１部 将来構想」と「第２部 計画推進の基本方針」については特

にご意見がなかったので進ませていただきましたが、これらも含め、今までご議論をいただ

いたもの全てにおいて、いかがでしょうか。 

 では、鬼沢委員、お願いいたします。 

○鬼沢委員 

 環境についてのお話なのですが、１年くらい前に、鉾田市で農業用水のＰＦＡＳというこ

とが問題視された事例があったと思うのですが、各農園で気になる方が調べたりしていたの

を耳で聞いていたのですが、実際にがんの原因になるか、ならないかというところで、詳し

い情報というのがなかなか入手しづらかったです。 

 そのうち騒がれなくなりましたが、農作物を作っている側としては、そこが明確でないと、

いつ突かれるのか怖く、恐怖心がまだ残っているのです。県として、ＰＦＡＳ問題について

何か政策があったのか、鉾田市は農業大国なので、県としても重要な要になっていると思い

ます。鉾田市は水を使えませんということになったら大打撃だと思い、大きな問題に発展す

ると思うので、ＰＦＡＳ問題についての取組や、今後課題が出た場合の方向性について興味

があったので、お話しさせていただきました。 

○大谷会長 

 ありがとうございます。 

 これは、後日、回答のほうがいいですか。 

○南計画推進課長 

 関係部局に確認します。 

○大谷会長 

 では、担当部局に確認して、後日、回答していただくということでお願いします。 

 ほかはいかがでしょう。 

 では、髙木委員、お願いいたします。 

○髙木委員 
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 資料２－１の２枚目、主要指標の６番、「情報処理技術者試験の茨城県合格者数」につい

て、ＩＴパスポート、基本情報、応用情報の３つが含まれているのですが、難易度に差があ

ると思っており、どういう位置づけでひとくくりにされているのか疑問に思いました。 

 併せて、ＩＴパスポートを取って、同じ年に基本情報を取るというような方もいらっしゃ

るので、そういうのもそれぞれ１カウントしているのか、同じ方が２つ取ったら上位資格の

ほうを１というふうにカウントするのか、いわゆる高度ＩＴ人材というようなところに位置

づけを持っていきたいのかなと思いますが、そのあたりのレベル分けをしたほうがよいので

はないか、もしくは、目指す人物像というところを明確にした指標にすると、正確な結果に

結びつくのではないかなと感じました。 

○大谷会長 

 こちらにつきましては、事務局の方で、何かコメントはありますか。 

○南計画推進課長 

 現行計画では、基本情報技術者試験の合格者だけを捉まえているものです。今回、２つ追

加をさせていただいたのが、ＡＩやＤＸを取り巻く環境が非常に目まぐるしく変化している

中で、そういった高度なレベルにも対応できるような方をどんどん育てようということで目

標にさせていただいた次第です。試験を２つ受けてというのは、確認させていただきます。 

○髙木委員 

 分かりました。 

 ＩＴパスポートで言うと、30時間も勉強すれば取れてしまうぐらいなので、基本情報から

上だと、割と中級以降という扱いになるのかなと思ったので、どうなのかなと。数を増やし

たいのであれば、ＩＴパスポートが入っていてよいかと思うのですが、質が高いというとこ

ろを取るのか、あるいは、いろいろなＩＴへのチャレンジであるとか、裾野を広げるという

意味であれば、入っていてよいのかなと感じた次第です。 

○大谷会長 

 ありがとうございました。 

 ほかはいかがでしょうか。よろしいですか。 

 オンラインご参加のお二方もよろしいですか。 

 では、皆様からご意見をいただいてまいりましたが、これで、本日、ご意見を伺うべきも

のは一通り終了いたしました。 

 いただきましたご意見、ご提案は、これからの計画の策定に十分に生かしてまいりたいと

思います。 

 以上をもちまして、本日予定しておりました議題につきましては全て終了いたしました。 

 皆様には、長時間にわたってご協力いただきまして、ありがとうございました。 

 では、事務局に進行をお返しいたします。 

○木名瀬政策企画部長 

 長時間にわたりご議論をいただき、ありがとうございました。 

 計画案の方向性についてはおおむね賛同いただいており、その上で、今まで取り組んでき

たものの成果を、よりバージョンアップさせるためにはどういったことが必要なのかという

視点で多くのご意見をいただき、我々も内部で議論をしている中では気づかない点や専門的



 

- 28 - 

 

な点など、大変ありがたいと思っております。 

 その中で、外国人の関係についてはいろいろなご意見がありましたが、経営層として活躍

していただくためのハードルや、特定技能を受けていただくには、やはりまだまだいろいろ

な壁、支援しなくてはならないところがあると気づかせていただきました。また、情報発信、

茨城県はいろいろ魅力があり、成果を上げているのですが、それがなかなか伝わっていない

ということがあり、人の心を動かすにはどのような発信をしていけばよいのか、これは我々

もよく考えていきたいと思っています。 

 いばらき幸福度指標についても、特に治安のところが低いので、これについて、いかに県

民の皆様の幸福度を上げていくのかという視点で言うと、それに対して、救急医療の搬送時

間を短縮するために選定療養費の関係も全国に先駆けて取り組んだり、警察のほうでも、い

わゆるＮシステムをかなり充実させたりということで、よい方向には向かっているところで

あります。 

 そういったことも丁寧に発信して皆様に知っていただき、取り組んでいかなければならな

いということを改めて感じました。 

 本日いただいたご意見を、我々も、関係部局共々、よく検討させていただいて、１月下旬

にまた審議会でお示しさせていただき、ご議論をいただければと思っております。 

 本日は、年末の大変お忙しい中お集まりいただき、熱心なご議論をいただきましてありが

とうございました。 

○司会(佐藤計画推進課副参事) 

 それでは、以上をもちまして、令和７年度第３回茨城県総合計画審議会を閉会とさせてい

ただきます。 

 本日は、どうもありがとうございました。 


